
登別市都市整備部水道室

簡易水道利用者説明資料



簡易水道事業会計の現状①

維持管理費
14,102

減価償却費相当分
15,488

料金収入
13,115

支払利息等
3,782

収
入

支
出

２０２０年度 収支見込【現在の簡易水道施設を維持するための収支】

【単位：千円】
収入不足

20,257

繰入金
8,305

差引不足額
11,952

※ 減価償却費相当分－差引不足額＝施設整備に充てる財源

15,488－11,952＝3,536



簡易水道事業会計の現状②

施設整備費
5,777

施設整備に充てる財源

3,536
借入金
5,700

借入金返済金
7,663

収
入

支
出

２０２０年度 収支見込【簡易水道施設を整備するための収支】

【単位：千円】
収入不足

4,204

繰入金
4,204＝



（１）現状

・水を作るための財源不足分と

施設整備に充てる財源の不足分

（いずれも料金収入不足分）を一般会計

からの繰入金で補てん

（２）課題

・経営状況に見合った料金設定ができてい

ない

⇒ 慢性的な料金収入不足



（１）慢性的な料金収入不足対策

・簡易水道料金改定の検討

・水道水をつくるための経費を料金収入で
賄えるような料金設定が必要



登別市簡易水道事業経営戦略では、２０１９年度以降、純損失
が生じている。



ここ数年は１，３００万円台で推移するが、
２０２９年度には、２，３７１万８千円となる見込み



支出の削減などの経営努力のみでは、事業運営ができない！

一定のルールに基づき、定期的に簡易水道料金の改定作業を
行う。

このため、



（１） 簡易水道料金の改定周期について

・２０１７年度から経営戦略策定作業に着手

・２０１８年度から２０１９年度にかけて、周知期間

・料金算定期間は、４年間
（今改定期は２０１９年度から２０２２年度まで）



（２） 簡易水道料金の算定方法について

※ 資産維持費とは・・・将来の施設更新費用を見込むもの

まずはじめに、「総括原価方式」の検討を行う。

総括原価方式

資金収支方式

①

②

・・・

・・・

必要な費用＋資産維持費

必要な費用に対して収支を合わせる
【資産維持費は含めない】



料金改定率を算定すると

（１）総括原価方式

① 営業費用と資本費用（資産維持費込）の場合

⇒平均改定率 ４４９．８７％

② 営業費用と資本費用（資産維持費除く）の場合

⇒平均改定率 ３３７．２８％

総括原価方式では、非常に大きな改定になるため、

今改定期において、本方式を採用しないことする。



（２）資金収支方式

③ 純損失を０円（損益分岐点）とする場合

⇒平均改定率 １００．５３％

④ 基準外繰入金を０円とする場合

⇒平均改定率 ６２．９４％

いずれの場合も、大幅な改定率となり、
利用者への 影響が非常に大きい！！

登別市の特殊事情を考慮し、さらに細かな検証が必要



基本料金 640(円)

１ｍ３～５ｍ３ 60(円)

６ｍ３～10ｍ３ 115(円)

11ｍ３～20ｍ３ 135(円)

21ｍ３～ 160(円)

基本料金 640(円)

１ｍ３～５ｍ３ 60(円)

６ｍ３～10ｍ３ 115(円)

11ｍ３～20ｍ３ 135(円)

21ｍ３～ 35(円)

基本料金 640(円)

計量料金 1ｍ3につき 35(円)

基本料金 1,280(円)

１ｍ３～10ｍ３ 110(円)

11ｍ３～30ｍ３ 140(円)

31ｍ３～50ｍ３ 160(円)

51ｍ３～100ｍ３ 200(円)

101ｍ３～ 230(円)

現行料金

２００２年４月改定

計量料金

（1ｍ3につ
き）

用途別

家
事
用

併
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

営
農
用

事
業
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

・２００２年４月改定以降、
１７年間料金改定なし

・営農用および併用の２１ｍ３以上
の料金は、非常に低廉に設定

・水道料金と簡易水道料金との間で
料金格差が生じている

【簡易水道料金の特徴】

上記内容を考慮し、
料金改定の基本方針を定める

（税抜）

（１ｍ３あたり３５円の単価は、１９８５年から据
え置いている）



登別市の簡易水道事業は、札内地区を中心とした営農用水を確保するた
めに整備してきた背景があり、その特殊性を十分考慮する必要がある。

【営農用料金についての検討】

料金設定について、道内類似自治体との比較を行う。

これまでも農業政策の一部として財政的配慮を行ってきた料金設定に
ついて、引き続き継続する必要があると考えているが、利用者の皆様
に負担していただいている現在の料金水準は同じような特殊性を有す
る道内類似自治体と比較してどの程度であるかを検証する必要がある。



簡易水道事業料金体系を比較する場合、それぞれの自治体における
事業開始の経緯や利用者の状況（単純に給水人口が少ない自治体の
市街地等での利用など）が異なるため。

給水原価に占める営農用料金の割合を比較すると、

類似自治体平均：３４．６９％

登別市 ：１８．４９％

【道内類似自治体とは】

水道料金表に農業用の料金を定めている道内の自治体

【類似団体での比較を行う理由】

類似自治体に
比べ、登別市
の負担割合が
少ない。

（当市と同様に営農用水の供給が必要な地区への給水を行っている自治体）



【営農用料金について】

・営農用及び併用の２１ｍ３以上の料金については、
引き続き財政的配慮を継続し、引き上げた後の料金
水準を道内類似自治体と同程度にする。

２０４．４８（円）×３４．６９（％）≒７０．９３（円）（税込）⇒６５円（税抜）

給水原価に占める営農用料金の割合を類似自治体平均である３４．６９％とする。

【算定式】



【家事用、事業用及び併用の２０ｍ３以下の料金について】

・水道料金と簡易水道料金との格差がある

・同じ水質基準の水道水を利用している市民

の負担額が均一ではない

今改定期においては、２０１９年４月１日改定
の水道料金と同程度にする。



様々なケースを想定して料金のあり方を検討してきた
結果、

① 施設整備のための資金をためること

② 経営上の不足分を補うこと

③ 純損失の解消

④ 基準外繰入金の解消

断念

⑤ 営農用の料金水準を道内類似自治体と同程度にすること

【今改定期の方針】

⑥ 水道料金との格差を解消すること



【料金改定の基本方針】

１ 家事用、事業用及び併用の

２０ｍ３以下の料金は、２０１

９年４月１日改定の水道料金と

同程度まで引き上げる。

２ 営農用及び併用の２１ｍ３以上

の料金は、道内類似自治体の平

均水準である６５円まで引き上

げる。

（１月あたり 税抜）

この場合も大きな改定率となるた
め、段階的な引き上げを検討



しかし、この方針においても平均改定率は
５８．６１％となり、大幅な改定率であること
から、利用者の急激な負担増はさけられないこ
とになる。

市としては、負担増をできるだけ緩やかなものと
することが必要であると考えた結果、

① ２回での引き上げを行う場合

② ３回での引き上げを行う場合 を検討



【料金表（２回改定）】

平均改定率　29.52％ 平均改定率　21.22％

基本料金 770(円) 基本料金 924(円)

１ｍ３～５ｍ３ 76(円) １ｍ３～５ｍ３ 90(円)

６ｍ３～10ｍ３ 151(円) ６ｍ３～10ｍ３ 180(円)

11ｍ３～20ｍ３ 177(円) 11ｍ３～20ｍ３ 211(円)

21ｍ３～ 208(円) 21ｍ３～ 248(円)

基本料金 770(円) 基本料金 924(円)

１ｍ３～５ｍ３ 76(円) １ｍ３～５ｍ３ 90(円)

６ｍ３～10ｍ３ 151(円) ６ｍ３～10ｍ３ 180(円)

11ｍ３～20ｍ３ 177(円) 11ｍ３～20ｍ３ 211(円)

21ｍ３～ 50(円) 21ｍ３～ 65(円)

基本料金 770(円) 基本料金 924(円)

計量料金 1ｍ3につき 50(円) 計量料金 1ｍ3につき 65(円)

基本料金 1,550(円) 基本料金 1,854(円)

１ｍ３～10ｍ３ 145(円) １ｍ３～10ｍ３ 173(円)

11ｍ３～30ｍ３ 186(円) 11ｍ３～30ｍ３ 222(円)

31ｍ３～50ｍ３ 210(円) 31ｍ３～50ｍ３ 250(円)

51ｍ３～100ｍ３ 255(円) 51ｍ３～100ｍ３ 304(円)

101ｍ３～ 286(円) 101ｍ３～ 341(円)

用途別
新使用料（案） 新使用料（案）

２０１９年度改定予定 ２０２３年度改定予定

家
事
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

併
用 計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

営
農
用

事
業
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）



【料金表（３回改定）】
平均改定率　19.22％ 平均改定率　15.87％ 平均改定率　13.56％

基本料金 735(円) 基本料金 830(円) 基本料金 924(円)

１ｍ３～５ｍ３ 70(円) １ｍ３～５ｍ３ 80(円) １ｍ３～５ｍ３ 90(円)

６ｍ３～10ｍ３ 137(円) ６ｍ３～10ｍ３ 159(円) ６ｍ３～10ｍ３ 180(円)

11ｍ３～20ｍ３ 161(円) 11ｍ３～20ｍ３ 186(円) 11ｍ３～20ｍ３ 211(円)

21ｍ３～ 190(円) 21ｍ３～ 219(円) 21ｍ３～ 248(円)

基本料金 735(円) 基本料金 830(円) 基本料金 924(円)

１ｍ３～５ｍ３ 70(円) １ｍ３～５ｍ３ 80(円) １ｍ３～５ｍ３ 90(円)

６ｍ３～10ｍ３ 137(円) ６ｍ３～10ｍ３ 159(円) ６ｍ３～10ｍ３ 180(円)

11ｍ３～20ｍ３ 161(円) 11ｍ３～20ｍ３ 186(円) 11ｍ３～20ｍ３ 211(円)

21ｍ３～ 45(円) 21ｍ３～ 55(円) 21ｍ３～ 65(円)

基本料金 735(円) 基本料金 830(円) 基本料金 924(円)

計量料金 1ｍ3につき 45(円) 計量料金 1ｍ3につき 55(円) 計量料金 1ｍ3につき 65(円)

基本料金 1,472(円) 基本料金 1,663(円) 基本料金 1,854(円)

１ｍ３～10ｍ３ 131(円) １ｍ３～10ｍ３ 152(円) １ｍ３～10ｍ３ 173(円)

11ｍ３～30ｍ３ 168(円) 11ｍ３～30ｍ３ 195(円) 11ｍ３～30ｍ３ 222(円)

31ｍ３～50ｍ３ 190(円) 31ｍ３～50ｍ３ 220(円) 31ｍ３～50ｍ３ 250(円)

51ｍ３～100ｍ３ 235(円) 51ｍ３～100ｍ３ 269(円) 51ｍ３～100ｍ３ 304(円)

101ｍ３～ 267(円) 101ｍ３～ 304(円) 101ｍ３～ 341(円)

用途別
新使用料（案） 新使用料（案）

２０１９年度改定予定 ２０２３年度改定予定

新使用料（案）

２０２１年度改定予定

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

併
用

家
事
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

事
業
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

計量料金

（1ｍ3につ
き）

営
農
用



２回改定
２０１９年度 ２９．５２％

２０２３年度 ２１．２２％

３回改定

２０１９年度 １９．２２％

２０２１年度 １５．８７％

２０２３年度 １３．５６％

ともに大きな改定率

２０１９年４月１
日改定の水道料金
改定率と同程度

市としては

簡易水道利用者の料金負担の急激な変化を緩和するため、２０１９年度、
２０２１年度、２０２３年度の３回の改定により、２０１９年４月１日
改定の水道料金水準まで引き上げることとし、営農用の料金については、
道内類似自治体と同水準の料金体系としたい。



今改定期の料金改定では、純損失は解消できず、資金も蓄えることがで
きないが、基準外繰入金は減少傾向となり、一定の目的は達成できる。



・純損失は解消されない

今改定期では、現金収支均衡を基準に一般会計からの繰り入れを行うため、

・将来の投資に対する資金を蓄えることができない

このことから、今改定期の改定内容は、

・施設整備に関する費用の一部を一般会計で負担しつつ、利用者にも一定程
度の負担を求めるもの

・将来的には、再度料金改定の検討が必要である。

・繰入金総額及び基準外繰入金はともに減少する（2019年度～2029年度まで）



改定時期 2020年2月1日

平均改定率

19.22％

【改定後の料金表】

2019年度

15.87％2021年度

13.56％2023年度



【審議会日程】

第１回審議会 ２０１９年４月１７日 （委員の委嘱及び諮問）

第２回審議会 ２０１９年６月１２日 （諮問案件の審議）

第３回審議会 ２０１９年７月中旬（予定） （答申案の審議及び答申）

令和元年第３回定例会（９月議会）へ条例改正（案）提出予定

２０２０年２月１日料金改定（予定）


